
社団法人大阪ビルディング協会定款  

 

第  1 章  総   則  

 

（名   称 ) 

第  １  条   本会は社団法人大阪ビルディング協会という。  

 

（所  在  地）  

第  ２  条   本会は事務所を大阪市北区芝田２丁目１番１８号西阪  

      急ビル内におく。  

 

（目   的）  

第  ３  条   本会は適正なビルディングの建設および管理の改善を通  

      じて健全な都市環境の整備に資するとともに、ビル需要  

者に快適な居住環境を提供することを以って目的とする。  

 

第  2 章  事   業  

 

（事   業）  

第  ４  条   本会は前条の目的を達成するため次の事業を行う。  

（ 1）都市環境の整備に資するため土地利用計画に基づく  

適正なビルディングの建設についての調査および研  

究。  

（ 2）ビルディングより排出される有害物資および廃棄物  

の合理的処理についての調査および研究。  

（ 3）ビルディングにおける快適な居住条件についての調  

査および研究。  

（ 4）ビルディングの建設および管理に関し、官公庁、そ  

の他関係機関との連絡および協力。  

（ 5）ビルディング業の向上、発展を図るため、その建設  

・管理・経営についての調査および研究。  

（ 6）ビルディング業経営指導のため、講演会・講習会お  

よび見学会等の開催ならびに出版物の刊行。  



（ 7）建築物環境衛生管理技術者に対する研修。  

（ 8）ビルディング業従業員の教育・訓練および指導。  

その他本会の目的を達成するために必要な事業。  

 

第  3 章  会   員  

 

（会   員）  

第  ５  条   正会員は大阪府内にあるビルディングの所有者又は管理  

      者とする。  

    ２．賛助会員は本会の趣旨に賛同して入会した本会の事業に  

      関連のある法人又は個人。  

 

（正会員の権利及び義務）  

第  ６  条   正会員は総会において議決権を行使することができる。  

    ２．正会員は総会で別に定める会費その他臨時会費を納入し  

      なければならない。  

    ３．正会員は本会の諸事業に協力し、事業遂行上の調査に応  

      じ情報を提供すると共に本会の業務、資産の説明並びに  

書類・帳簿の閲覧を求めることができる。  

 

（入   会）  

第  ７  条   正会員、賛助会員として本会に入会するときは、２人以  

      上の会員の推薦により理事会の承認を経て加入すること  

ができる。  

    ２．本会に入会を承認された者は、総会で定めた入会費を納  

      入しなければならない。  

 

（退   会）  

第  ８  条   会員が本会を退会するときは、その理由を文書をもって  

      届出るものとする。  

    ２．個人の死亡による場合、又は法人の解散の場合は会員の  

      資格を失う。  

 



（除   名）  

第  ９  条   会員が次のいずれかに該当するときは、総会において正  

      会員の 4 分の 3 以上の議決により、これを除名すること  

      ができる。  

   （ 1）本会の名誉を毀損し、又は本会の目的に反する行為  

があったとき。  

（ 2）満 1 ｶ年以上会費を滞納したとき。  

 

（拠出金品の不返還）  

第１０条   既納の会費、其の他本会に拠出された金品は、理由の如何  

      を問わず之を返還しない。  

 

第  4 章  役員及び事務局  

 

（役員の種別及び員数）  

第１１条   本会の役員として１５名以上２５名以内の理事及び３名以  

      内の監事をおく  

       会  長   １名  

       副会長   ２名以上３名以内  

       理  事   (会長・副会長を含む )１５名以上２５名以内  

       監  事   ３名以内  

 

（役員の選任）  

第１２条   理事及び監事は、正会員又は学識経験者及ビルディング業  

      に関し、知識を有する者のうちから総会において選任する。  

     2．会長、副会長は、第１項により選任された正会員である理  

事のうちから理事の互選により選任する。  

3．専務理事は理事会の推薦により１名を選出することができ  

る。  

     4．常任理事は理事の互選により４名以上８名以内を定める   

ことができる。  

     5．理事及び監事は相互に兼ねることはできない。  

 



（役員の任期）  

第１３条   役員の任期は、選任後２年以内に終了する最終の事業年度  

      関する定時総会の終了の時までとし、再任を妨げない。  

     2．補欠又は増員により選任された役員の任期は前任者又は現  

      任者の残任期間とする。  

     3．役員は辞任又は任期満了によってその員数を欠くことにな  

      る場合は、後任者が就任するまでその職務を行わなければな

らない。  

 

（役員の任務）  

第１４条   会長は本会を代表し、会務を総理する。  

     2．副会長は会長を補佐し、会長事故あるときは、あらかじめ  

      定められた者がこれに代り職務を行う。  

     3．専務理事は会長の指示に従い、理事会の承認を得た業務を  

      担任する。  

     4．常任理事は総会及び理事会の決定に基づき、所定の業務を  

      執行する。  

     5．理事は理事会を構成し、重要な会務の審議決定と常任理事  

      の職務執行に協力する。  

     6．監事は次の各号に掲げる職務を行う。  

      （ 1）財産及び会計の状況を監査すること。  

      （ 2）理事の業務執行の状況を監査すること。  

      （ 3）財産及び会計の状況又は業務の執行について、法令、  

         定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認める  

         ときは、これを理事会、総会又は大阪府に報告するこ  

         と。  

      （ 4）前号の報告をするため必要があるときは、理事会又は  

      1  総会の招集を請求し若しくは理事会又は総会を招集す  

            ること。  

 

（役員の解任）  

第１５条   役員に役員としてふさわしくない行為があったときは、総  

会の決議により解任することができる。  



（相談役・顧問及び参与）  

第１６条   本会は本会の目的達成のため、必要に応じ理事会の決議に  

より、相談役、顧問及び参与をおくことができる。  

2．相談役、顧問及び参与は会長の諮問に応え意見を述べる他、  

理事会の要請により本会の諸事業に協力する。  

 

（事  務  局）  

第１７条   本会は会務執行のため事務局をおく。  

2．事務局には本会の事務を処理するため、事務局長及び事務  

職員若干名おくことができる。  

3．事務局長及び職員の任免は理事会の同意を得て会長が行う。  

4．事務局長、職員は有給とする。  

 

 

第  5 章  会   議  

 

（会   議）  

第１８条   本会の会議は、総会及び理事会とし、総会を定時総会及び  

臨時総会とする。  

 

（総会の構成）  

第１９条   総会は正会員をもって構成する。  

 

（総会の決議事項）  

第２０条   総会は次の事項を決議する。  

（ 1）定款の変更  

（ 2）役員の選任  

（ 3）会費の決定及び変更  

（ 4）除名の承認  

（ 5）事業計画及び事業報告の承認  

（ 6）予算及び決算の承認  

（ 7）その他、本会の運営に関する重要な事項の議決  

 



（総会の開催）  

第２１条   定時総会は毎年決算期終了後２ｶ月以内に開催する。  

2．臨時総会は理事会が必要と認めたとき、又は正会員の５分  

の１以上、若しくは監事から会議の目的たる事項を示して  

請求があったとき開催する。  

 

（総会の成立、議決）   

第２２条   総会は正会員の過半数の出席により成立する。  

2．総会の議決は、この定款で定める外、出席正会員の過半数  

の同意をもって決定する。  

3．可否同数のときは議長がこれを決定する。  

 

（理事会の構成）  

第２３条  理事会は理事をもって構成する。  

2．監事は理事会に出席し、意見を述べることができる。  

 

（理事会の審議事項）  

第２４条   理事会は次の事項を審議し会務を執行する。  

（ 1）総会に付議すべき事項  

（ 2）総会の決議した事項の執行に関する事項  

（ 3）その他総会の決議を要しない会務の執行に関する事項  

 

（理事会の開催）  

第２５条   理事会は毎年６回以上開催するものとし、この外、会長が  

必要と認めたとき、または役員の半数以上の要請のあった  

ときに開催する。  

 

（理事会の成立、議決）  

第２６条   理事会は理事の過半数の出席により成立し、出席理事の過  

半数により議決する。  

2．可否同数のときは議長がこれを決定する。  

（書面表決）   

第２７条   やむを得ない理由のため会議に出席できない正会員又は理  



事は、あらかじめ通知された事項について書面をもって表  

決し、又は他の構成員を代理人として表決を委任すること  

ができる。  

この場合において第２１条、第２５条の規定の適用につい  

ては出席したものとみなす。  

 

 

（招   集）  

第２８条   総会及び理事会は会長がこれを招集する。  

2．総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事

項を記載した書面により、２週間前までに通知しなければな

らない。  

3．理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的および審

議事項を記載した書面、電子メール等により、１週間前まで

に通知しなければならない。ただし、緊急を要するときはこ

の日数を短縮し、予め通知のない事項についても決議するこ

とができる。  

 

（議   長）  

第２９条   総会及び理事会の議長は会長がこれに当たる。  

 

（議  事  録）  

第３０条   総会及び理事会の議事については次の事項を記載した議事  

録を作成し、議長及び出席者２名以上署名捺印の上、本会  

に保存する。  

（ 1）会議の日時及び場所  

（ 2）正会員又は理事の現在数  

（ 3）出席正会員の数又は理事の氏名  

（ 4）議決事項  

（ 5）議事の経過及び要領並びに発言者の発言要旨  

（ 6）議事録署名人の選任に関する事項  

 

 



第  6 章  資産及び会計  

 

（資   産）  

第３１条   本会は次の資産をもって運営する。  

（ 1）財産目録に記載された資産  

（ 2）会費収入（入会金も含む）  

（ 3）臨時会費収入  

（ 4）資産から生ずる収入  

（ 5）寄付金品収入  

（ 6）その他の収入  

 

（資産の管理）  

第３２条   本会の資産は、理事会の議決した方法により会長がこれを  

管理する。  

 

（経費の支弁）  

第３３条   本会の経費は、本会の資産をもって支弁する。  

 

（事業年度）  

第３４条   本会の事業年度は 1 ヵ年とし毎年 4 月 1 日に始まり翌年 3 

月 31 日に終る。  

 

（予算及び決算）  

第３５条   本会の収支予算は総会の議決により定め、収支決算は財産  

目録とともに監事の監査を受けた後、総会の承認を得なけ  

ればならない。  

 

（暫定予算）  

第３６条   前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により、収支  

予算が成立しないときは、定時総会の日まで経常経費につ  

いて、前年度の予算を準用する。  

2．前項の収支は新たに成立した予算の収入、支出とみなす。  

 



第  7 章  定款の変更及び解散  

 

（定款の変更）  

第３７条   この定款は総会において正会員の 4 分の 3 以上の承認を得  

て、主務官庁の認可を得なければ変更することができない。  

 

（解   散）  

第３８条   本会は民法 68 条の第 1 項第 2 号から第 4 号まで及び第 2 

項の規定により解散する。  

2．総会の議決に基づいて解散する場合は、正会員総数の 4 分  

の 3 以上の同意を得なければならない。  

（残余財産）  

第３９条   解散のときに存する残余財産は総会の議決を経、主務官庁  

の許可を得て、この法人と類似の目的をもつ団体に寄付す  

るものとする。  

   

（委   任）  

第４０条   この定款の施行について必要な事項は会長が理事会の決議  

を経て別に定める。  

 

付   則  

1．本会の設立当初の役員は第 11 条の規定にかかわらず、別紙役員  

名簿のとおりとし、その任期は第 13 条の規定にかかわらず、昭  

和 47 年 3 月 31 日までとする。  

2．本会の設立初年度の事業計画および収支予算は第 20 条第 5 号、  

    第 6 号並びに第 35 条の規定にかかわらず設立総会の定めるとこ  

    ろによる。  

3．本会の設立当初の事業年度は第 34 条の規定にかかわらず設立許  

    可のあった日から昭和 47 年 3 月 31 日までとする。  

4．この定款は設立許可のあった日から施行する。  
 
 

最終変更  平成 18 年５月 24 日決議（平成 18 年６月９日認可）  


